
我が国の小規模事業者は、経営者自身の働き方も含め、多様な個性と価値観を受容
する柔軟な働き方を提供しており、女性や高齢者を含む多様な人材の活躍の場として、
特に地域の小規模事業者に期待される役割は大きい。
本章では、地域における人手不足や雇用の実態について概観し、小規模事業者にお

ける労働環境、経営者としての働き方、起業・創業について分析を行っていく。

	第1節	 地域における人手不足と小規模事業者の人材確保
本節では各種統計を用いて、地域の人手不足の

状況を確認し、「事業者アンケート調査」を用い
て、小規模事業者の人材確保への取組について確
認する。

1 	 人手不足の状況

①地域別の推移
第 2-3-1 図は、最近の完全失業率の推移を都道

府県別に示したものである。2015年と2019年を

比較すると、全ての都道府県で完全失業率は下降
していることが分かる。

第 2-3-1 図 都道府県別に見た、完全失業率の推移
都道府県別に⾒た、完全失業率の推移
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第 2-3-2 図は、有効求人倍率の推移を都道府県
別に示したものである。これを見ると、有効求人
倍率は、2015年から2019年にかけて、全ての都

道府県で上昇傾向にあり、2019年時点では、全
ての都道府県で倍率が1.0を超えており、求職者
数よりも求人数が上回っていることが分かる。

第 2-3-2 図 都道府県別に見た、有効求人倍率の推移
都道府県別に⾒た、有効求⼈倍率の推移
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第 2-3-3 図は、中小企業の従業員過不足DIの推
移を地域別に示したものである。これを見ると、
いずれの地域においても、中小企業の人手不足感

は足元では改善が見られるものの、依然として強
いことが分かる。

第 2-3-3 図 地域別に見た、中小企業の従業員過不足 DI の推移

資料：中⼩企業庁・（独）中⼩企業基盤整備機構「中⼩企業景況調査 」
(注)1.従業員過不⾜DIとは、従業員の今期の状況について、「過剰」と答えた企業の割合（％）から、「不⾜」と答えた企業の割合（％
）を引いたもの。
2.地域区分は、各経済産業局管内の都道府県により区分している。関東には、新潟、⼭梨、⻑野、静岡の各県、中部には、⽯川、富⼭
の各県、近畿には、福井県を含む。九州・沖縄は、九州各県と沖縄の合計。
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②企業規模別の推移
第 2-3-4 図は、小規模事業者と中規模企業の従
業員過不足DIの推移を示したものである。これ

を見ると、小規模事業者の人手不足感は中規模企
業に比べれば小さいものの、両者とも引き続き、
人手不足感が高い水準であることが分かる。

第 2-3-4 図 小規模事業者と中規模企業の従業員過不足 DI の推移

資料：中⼩企業庁・（独）中⼩企業基盤整備機構「中⼩企業景況調査 」
(注)従業員過不⾜DIとは、従業員の今期の状況について、「過剰」と答えた企業の割合（％）から、「不⾜」と答えた企業の割合（％
）を引いたもの。
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2 	 小規模事業者における人材確保への取組

ここからは、「事業者アンケート調査」を用い
て、小規模事業者の人材確保の希望状況と労働環
境の改善への取組について確認する。

①人材確保の希望状況
第 2-3-5 図は、人口密度区分 1別に小規模事業

者における新たな人材確保の希望状況を示したも
のである。これを見ると、人口密度区分による地
域間での差はあるものの、半数程度の事業者が新
たな人材確保を希望していることが分かる。

	 1	 総務省「平成27年国勢調査」に基づき、各市区町村を人口密度の四分位で4つのグループに分けたもの。区分1には0～56.7（人/km2）、区分2には57.0～202.8
（人/km²）、区分3には202.9～774.0（人/km2）、区分4には779.9～22380.2（人/km2）の市区町村がそれぞれ含まれている。
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第 2-3-5 図 人口密度区分別に見た、小規模事業者における新たな人材確保の希望状況

資料：みずほ情報総研(株)「地域における⼩規模事業者の事業活動等に関する調査」
(注)⼈⼝密度区分とは、⼈⼝密度の四分位で各市区町村を４つの区分（⼈⼝密度が⼩さいものから、区分１〜区分４）に分けたもの。
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では、それぞれの地域において、どのような理
由から人材を必要としているのだろうか。第
2-3-6 図は、小規模事業者が新たに人材を確保し
たい理由を人口密度区分別に示したものである。

これを見ると、人口密度が低い地域ほど「現在の
事業を維持するため」と回答した事業者の割合が
高く、人口密度が高い地域ほど「現在の事業を拡
大するため」と回答した事業者の割合が高い。

第 2-3-6 図 人口密度区分別に見た、小規模事業者が新たに人材を確保したい理由

資料：みずほ情報総研(株)「地域における⼩規模事業者の事業活動等に関する調査」
(注)⼈⼝密度区分とは、⼈⼝密度の四分位で各市区町村を４つの区分（⼈⼝密度が⼩さいものから、区分１〜区分４）に分けたもの。
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区分２ (n=774)
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50.1%38.2% 9.8%

⼈⼝密度区分別に⾒た、⼩規模事業者が新たに⼈材を確保したい理由

現在の事業を維持するため
現在の事業を拡⼤するため

新たな事業を展開するため
地域の雇⽤を⽀えるため

その他
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②労働環境
次に、小規模事業者の労働環境をめぐる課題と
取組状況について分析する。

第 2-3-7 図は、小規模事業者の労働環境につい
て、自社より規模の大きい同業他者と比較した場
合の自社の評価を示したものである。これを見る
と、「経営者との話しやすさ」について、「非常に

優れている」又は「やや優れている」と回答した
事業者の割合が最も高い一方、「業務量・内容に
対する適正な報酬の支払」や「業務量・業務内容
の配分・見直し」においては、「非常に優れてい
る」又は「やや優れている」と回答した事業者の
割合が低いことが分かる。

第 2-3-7 図 小規模事業者の労働環境について、自社より規模の大きい同業他者と比較した場合の自社の評価
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10.6%48.4%25.1%14.7%
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⼩規模事業者の労働環境について、⾃社より規模の⼤きい同業他者と⽐較した場合の⾃社の評価

資料：みずほ情報総研(株)「地域における⼩規模事業者の事業活動等に関する調査」
(注)1.従業員が１⼈以上いる、と回答した者について集計している。
2.各項⽬について、ｎ数は3,779。
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第 2-3-8 図は、小規模事業者が従業員の労働環
境の向上に向けて、最も改善が必要だと考えるも
のを示している。これを見ると、「業務量・内容
に対する適正な報酬の支払い」（30.5％）、「業務経
験を通じた実践的なスキルの定着」（16.5％）、「従

業員の事情に応じた勤務時間・日数の柔軟な設
定」（15.6％）、が上位3項目となっており、賃金
や待遇面、人材育成の面で課題を感じていること
が分かる。

第 2-3-8 図 従業員の労働環境の向上に向けて最も改善が必要だと考えるもの

資料：みずほ情報総研(株)「地域における⼩規模事業者の事業活動等に関する調査」
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第 2-3-9 図は、小規模事業者が労働環境の向上
に向けて最も改善が必要だと考えるもの別に、改
善への取組状況を示したものである。第 2-3-8 図
において、回答の多い上位3項目の「業務量・内

容に対する適正な報酬の支払い」、「業務経験を通
じた実践的なスキルの定着」、「従業員の事情に応
じた勤務時間・日数の柔軟な設定」については、
相対的に取組が進んでいないことが分かる。

第 2-3-9 図 労働環境の向上に向けて最も改善が必要だと考えるもの別に見た、改善への取組状況
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労働環境の向上に向けて最も改善が必要だと考えるもの別に⾒た、改善への取組状況
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第 2-3-10 図は、小規模事業者の過去5年間の売
上高・利益の傾向別に、労働環境の向上に向けて
最も改善が必要だと考えるものについての、改善
への取組状況を見たものである。これを見ると、
売上高・利益が増加傾向と回答した事業者ほど、

労働環境の改善に向けて取り組んでいることが分
かる。労働環境の改善に向けた取組を進めるため
にも、売上高・利益を確保することは重要である
ことが示唆される。

第 2-3-10 図 売上高・利益の傾向別に見た、労働環境の向上に向けて最も改善が必要だと考える 
ものについての、改善への取組状況

資料：みずほ情報総研(株)「地域における⼩規模事業者の事業活動等に関する調査」
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既に改善に向けて取組を⾏っている 取組の⽅法を検討中である 当⾯取り組む予定はない

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

増加傾向 (n=1,299)

横ばい (n=1,692)

減少傾向 (n=1,055)

11.3%63.3%25.4%
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売上⾼・利益の傾向別に⾒た、労働環境の向上に向けて最も改善が必要だと考えるものについ
ての、改善への取組状況

事例 2-3-1は、出退勤や休暇取得を自由にでき
る制度を導入した事例である。事例 2-3-2は、地
域活動への参加を促すことで従業員の育成を図っ
ている企業の事例である。このように、独自の制

度を導入して労働環境の改善活動に取り組むこと
で、人材の確保や魅力ある雇用の場の創出を行え
るという点は小規模事業者の特徴といえよう。
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大阪府茨木市の株式会社パプアニューギニア海産
（従業員18名、資本金1,000万円）は、パプアニュー
ギニア産の船凍天然エビの輸入、加工、販売を行う
企業である。同社はもともと、宮城県石巻市で事業
を行っていたが、東日本大震災で被災。同地での事
業再開は困難となったものの、顧客企業から大阪府
茨木市にある中央卸売市場内の一角を紹介され、
2011年5月から同市で事業を再開している。
同社は、パート従業員が働きやすい職場を実現す

るために、工場長である武藤北斗氏が発案した「フ
リースケジュール制」というユニークな制度を導入
している。この制度は、出社日、出社時間、退社時
間が自由であり、実際の出退勤の時間を記録するだ
けで良いという制度である。
制度導入前の同社は、必ずしも「働きやすい職

場」ではなかった。パート従業員同士の人間関係は
良いとは言えず、工場内の業務を任されていた男性
社員（前工場長）も、2013年7月に突如退職。特に、
被災を乗り越えて大阪という新たな地での事業を支
えてくれた仲間の退職は、武藤氏にとって、「働く
ことの意味、働きやすい職場の実現」に真摯に向き
合わされる出来事となった。工場長に就任した武藤
氏がまず行ったことは、同社の事業を支えるパート
従業員の話を聞くことだった。パート従業員との対
話を通じて、育児や親の介護など家庭の事情を抱え
ている従業員の多さに改めて気付かされた。特に、
子どもに関わる不測の事態は、事前には分からな
い。こうした事情に応えるために始めたのが、勤務
スケジュールの柔軟化であった。取組初期は、 

「1週間当たりの働く日数だけ決めてもらう」とい
うものだったが、最終的に現在の「フリースケ
ジュール制」が定着した。同社が行う冷凍エビの加
工は、一日単位で細かく製造量を調整する必要がな
く、出勤人数に応じてエビを解凍し加工すれば良
い。「フリースケジュール制」は、こうした事業内
容の特性をいかした、画期的な制度であった。
同社はこのほかにも、「嫌いな作業をしてはいけ
ない」といった制度を導入している。数か月に1回
実施するアンケートで「嫌いな作業」にバツを付け
てもらい、バツを付けた作業について、次のアン
ケートまで従事することを禁止する制度である。作
業の好き嫌いは人によって異なるため、全員が嫌い
と答える作業はなく、特に問題なく業務は回ってい
るという。
こうした取組の結果、パート従業員の離職率が低
下し、一人一人の熟練度が向上。また、「自分の決
めた時間で自分の決めた業務だけをやる」ことも、
従業員のモチベーションや生産効率の向上につな
がっている。さらに、取組が評判を呼び、これまで
苦心していた新たなパート従業員の採用も容易に
なった。
武藤工場長は「『フリースケジュール制』を始め
とした取組の本質は、パート従業員に意思決定権が
あることである。人は自分が決めたことは守ろうと
する。今後もパート従業員との信頼関係を第一に
し、働きやすい職場の実現に向けた取組を進めてい
きたい。」と語る。

工場長の武藤北斗氏 工場での作業の様子

事例2-3-1：株式会社パプアニューギニア海産

「無断欠勤OK！『フリースケジュール制』で、 
パート従業員の働きやすい環境を実現する企業」

事　例
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静岡県沼津市の株式会社大志建設（従業員10名、
資本金1,000万円）は、県内を中心に土木工事や造
園工事を手掛けている企業である。創業は1963年
であり、現在の代表取締役の杉澤教人社長は3代目
の経営者である。
2004年に29歳と若くして同社を継いだ杉澤社長

は、地元の青年会議所の活動を通じて、人前で話す
能力や地元経営者との関係構築力を習得できたとい
う自身の経験をヒントに、地域の社会活動に参加す
ることは、地域貢献のみならず従業員の成長の機会
にもなるのではと考え、「地域貢献手当」の制度を
創設した。
「地域貢献手当」は、社会活動に参加している従
業員に対して、担う役職に応じて毎月2,000～10,000
円を支給する制度である。例えば、PTA会長の場
合、毎月5,000円支給される。この制度では、従業
員の配偶者が参加している場合でも、手当は支給さ
れる。従業員が配偶者の代理として社会活動に出席
する可能性があることに加え、同社が「家族からも
支持される会社」を目指していることが理由であ
る。
当該手当を整備し、従業員が社会活動へ積極的に

参加するようになったことで、社外の人と関わる機

会が増え、仕事上も相手の立場を踏まえた説明や気
遣いが自然にできるなど、仕事に対する姿勢や現場
での立ち居振る舞いにも変化が生じている。また、
従業員の社会活動における仕事ぶりが評価されたこ
とで、顧客から名指しで仕事を依頼されることもあ
り、売上の増加にも貢献している。加えて、地域貢
献手当を整備したことで、「大志建設は従業員を大
切にしている企業である」と評判になり、従業員の
新規採用にもつながっている。
杉澤社長が「地域貢献手当」を支給しているもう
一つの理由として、地域コミュニティの存続に対す
る強い思いがある。東日本大震災の際に、地域の
リーダーを失った被災地を見た経験から、地域の
リーダーの存在が地域コミュニティの存続に大きな
影響を及ぼすと痛感した。こうした地域コミュニ
ティの減少は長期的には同社の取引先の減少につな
がる恐れがあり、自社の従業員に対し、地域コミュ
ニティを支える地域のリーダーへと成長してほしい
と考えている。「地域の社会活動への参加を通して
成長した従業員とともに事業を行うことで、今以上
に地域に必要とされる企業になりたい。」と杉澤社
長は語る。

杉澤教人社長 従業員の皆さん

事例2-3-2：株式会社大志建設

「『地域貢献手当』を支給し、従業員の地域活動への参加を促す企業」

事　例

小規模企業白書  2020

第2部
地域で価値を生み出す小規模事業者

第
1
節

Ⅱ-67

02-3_小規模2020_2部-3.indd   67 2020/06/10   10:00:24



	第2節	 女性・高齢者の雇用実態
人手不足の高まりを受け、女性や高齢者などを

含む多様な人材の活用は、今後ますます必要とな
る。ここでは、総務省「就業構造基本調査」を用
いて、女性・高齢者の地域における就業状況や小

規模事業者における雇用実態を明らかにし、「事
業者アンケート調査」を用いて小規模事業者の女
性・高齢者への労働環境の整備状況を確認する。

1 	 地域における女性・高齢者の就業状況

第 2-3-11 図は、男女別・年齢区分別・人口密
度区分別に就業率を示したものである。これを見
ると、男性では人口密度区分による地域間での格
差はほとんど見られないものの、女性では人口密

度が低い地域ほど、就業率が総じて高い傾向にあ
ることが分かる。また、男女共に人口密度が低い
地域ほど、60歳以上の就業率が高いことも分か
る。
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第 2-3-11 図 男女別・年齢区分別・人口密度区分別に見た、就業率

資料：総務省「平成29年就業構造基本調査」再編加⼯
(注)1.「ふだん何か収⼊になる仕事をしていますか」という問いに対して、「仕事をしている」と回答した者を、「就業者」として集計
している。
2.就業率とは15歳以上の⼈⼝に占める「就業者」の割合を指す。
3.⼈⼝密度区分とは、⼈⼝密度の四分位で各市区町村を４つの区分（⼈⼝密度が⼩さいものから、区分１〜区分４）に分けたもの。
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次に、女性の就業者に占める割合を確認する。
第 2-3-12 図は、人口密度区分別に就業者の男女
構成を示したものである。これを見ると、就業者

の男女構成は、地域間で大きな差は無い結果と
なっている。

第 2-3-12 図 人口密度区分別に見た、就業者の男女構成

資料：総務省「平成29年就業構造基本調査」再編加⼯
(注)1.「ふだん何か収⼊になる仕事をしていますか」という問いに対して、「仕事をしている」と回答した者を、「就業者」として集計
している。
2.⼈⼝密度区分とは、⼈⼝密度の四分位で各市区町村を４つの区分（⼈⼝密度が⼩さいものから、区分１〜区分４）に分けたもの。
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男性 ⼥性
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最後に、60歳以上の就業者が全就業者に占め
る割合について確認する。第 2-3-13 図は、就業
者の年齢構成を人口密度区分別に示したものであ

る。これを見ると、人口密度が低い地域ほど、全
就業者に占める「60歳以上」の割合が高いこと
が分かる。

第 2-3-13 図 人口密度区分別に見た、就業者の年齢構成

資料：総務省「平成29年就業構造基本調査」再編加⼯
(注)1.「ふだん何か収⼊になる仕事をしていますか」という問いに対して、「仕事をしている」と回答した者を、「就業者」として集計
している。
2.⼈⼝密度区分とは、⼈⼝密度の四分位で各市区町村を４つの区分（⼈⼝密度が⼩さいものから、区分１〜区分４）に分けたもの。
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2 	 企業規模別に見た女性・高齢者の雇用実態

①地域別に見た従業者数の事業所規模別構成
第 2-3-14 図は、総務省・経済産業省「経済セ

ンサス -活動調査」を用いて、人口密度区分別に、
事業所規模別従業者数の構成割合を示したもので

ある。これを見ると、人口密度が低い地域ほど、
小規模事業所で働く従業者の割合がおおむね高い
ことが分かる。

第 2-3-14 図 人口密度区分別に見た、事業所規模別従業者数の構成割合

資料：総務省・経済産業省「平成28年経済センサス-活動調査」再編加⼯
(注)1.事業所単位での集計となっている。
2.ここでいう「⼩規模事業所」とは、総従業者20⼈以下（卸売業、⼩売業、飲⾷店、サービス業は５⼈以下）の事業所（⼀部の政令指
定業種を除く）をいう。
3.総従業者300⼈以下（卸売業、サービス業は100⼈以下、⼩売業、飲⾷業は50⼈以下）の事業所を「中⼩事業所」とする（⼀部の政令
指定業種を除く）。ここでいう「中規模事業所」とは、「中⼩事業所」のうち、「⼩規模事業所」に当てはまらない事業所をいう。
4.ここでいう「⼤事業所」とは、「中⼩事業所」以外の事業所をいう。
5.⼈⼝密度区分とは、⼈⼝密度の四分位で各市区町村を４つの区分（⼈⼝密度が⼩さいものから、区分１〜区分４）に分けたもの。
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②従業者規模別の女性・高齢者の雇用実態
次に、総務省「就業構造基本調査」を用いて、
従業者規模別に女性・高齢者の雇用実態を確認し
ていく。

第 2-3-15 図は、従業者規模別に従業者の男女
構成を示したものである。これを見ると、従業者
規模が小さい企業ほど全従業者に占める女性従業
者の割合が高いことが分かる。

第 2-3-15 図 従業者規模別に見た、従業者の男女構成

資料：総務省「平成29年就業構造基本調査」
(注)1.「正規の職員・従業員」⼜は「⾮正規の職員・従業員」について集計している。
2.官公庁、その他の法⼈・団体に雇われている者は除いている。
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第 2-3-16 図は、従業者規模別に従業者の年齢
構成を示したものである。これを見ると、従業者

規模が小さいほど、全従業者に占める60歳以上
の従業者割合が高いことが分かる。

第 2-3-16 図 従業者規模別に見た、従業者の年齢構成

資料：総務省「平成29年就業構造基本調査」
(注)1.「正規の職員・従業員」⼜は「⾮正規の職員・従業員」について集計している。
2.官公庁、その他の法⼈・団体に雇われている者は除いている。
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第 2-3-17 図は、女性・60歳以上の従業者の雇
用形態を従業者規模別に示したものである。女性
従業者の雇用形態について見ると、「1～4人」の
企業において正規での雇用割合が最も高くなって

いることが見て取れる。また、60歳以上の従業
者の雇用形態について見ると、従業者規模が小さ
いほど正規での雇用割合が高いことが分かる。

第 2-3-17 図 従業者規模別に見た従業者の雇用形態

資料：総務省「平成29年就業構造基本調査」
(注)1.「正規の職員・従業員」⼜は「⾮正規の職員・従業員」について集計している。
2.官公庁、その他の法⼈・団体に雇われている者は除いている。
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第 2-3-18 図は、女性・65歳以上の従業者の就
業年数を従業者規模別に示したものである。これ
を見ると、女性・65歳以上の従業者共に、「1～4

人」の企業で就業年数が顕著に長くなっているこ
とが分かる。

第 2-3-18 図 従業者規模別に見た就業年数

資料：総務省「平成29年就業構造基本調査」
(注)1.「正規の職員・従業員」⼜は「⾮正規の職員・従業員」について集計している。
2.官公庁、その他の法⼈・団体に雇われている者は除いている。
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③女性・高齢者の復職先
第 2-3-19 図は、新卒女性と出産・育児からの

復職女性の就業先従業者規模を示したものであ

る。これを見ると、新卒女性と比べて、復職した
女性の就業先は、規模の小さな企業の割合が高い
ことが分かる。

第 2-3-19 図 新卒女性と出産・育児からの復職女性の就業先従業者規模

資料：総務省「平成29年就業構造基本調査」再編加⼯
(注)1.官公庁、その他の法⼈・団体に雇われている者は除いている。
2.現在「正規の職員・従業員」⼜は「⾮正規の職員・従業員」として働いている⼥性で「１年前は何をしていましたか」という設問に
「通学していた」と回答した者を「新卒⼥性」として集計している。
3.現在「正規の職員・従業員」⼜は「⾮正規の職員・従業員」として働いている⼥性で、前職が有り、前職離職理由を「出産・育児の
ため」と回答した者を「復職⼥性」として集計している。

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

新卒⼥性

復職⼥性

43.5%

31.7%

23.4%

22.8%

14.8%

14.6%

16.6%

22.0%8.9%

新卒⼥性と出産・育児からの復職⼥性の就業先従業者規模

１〜４⼈ ５〜19⼈ 20〜49⼈ 50〜299⼈ 300⼈以上

第 2-3-20 図は、59歳以下の従業者 2と定年退職
から復職した者の就業先従業者規模を示したもの
である。これを見ると、59歳以下の従業者に比

べて、定年退職後の就業先は、規模の小さな企業
の割合が高いことが分かる。

	 2	 厚生労働省「平成29年就労条件総合調査」によると、一律定年制を定めている企業のうち、79.3％が60歳を定年年齢としていることから、ここでは59歳以下
の年齢層を比較対象とした。
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第 2-3-20 図 59 歳以下の従業者と定年退職から復職した者の就業先従業者規模

資料：総務省「平成29年就業構造基本調査」再編加⼯
(注)1.「59歳以下の従業者」は「正規の職員・従業員」⼜は「⾮正規の職員・従業員」について集計している。
2.官公庁、その他の法⼈・団体に雇われている者は除いている。
3.現在「正規の職員・従業員」⼜は「⾮正規の職員・従業員」として働いている者で、前職が有り、前職離職理由を「定年のため」と
回答した者を「定年退職から復職した者」として集計している。

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

45.0%23.1%11.5%15.5%4.9%

59歳以下の従業者

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

26.6%29.7%17.7%19.8%6.1%

定年退職から復職した者

１〜４⼈ ５〜19⼈ 20〜49⼈ 50〜299⼈ 300⼈以上

59歳以下の従業者と定年退職から復職した者の就業先従業者規模

④子育て中の者と高齢者への労働環境の整備状況
最後に、「事業者アンケート調査」を用いて、
小規模事業者の子育て中の者 3・高齢者の働きや
すい環境の整備状況について確認する。

第 2-3-21 図は、子育て中の者が働きやすい環

境の整備状況を、新たな人材確保の希望状況別に
示したものである。これを見ると、「新たな人材
を確保したい」と回答した事業者は、子育て中の
者が働きやすい環境を整備している割合が高いこ
とが分かる。

第 2-3-21 図 新たな人材確保の希望状況別に見た、子育て中の者が働きやすい環境の整備状況

資料：みずほ情報総研(株)「地域における⼩規模事業者の事業活動等に関する調査」

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

新たな⼈材の確保
を希望する

(n=2,613)

新たな⼈材の確保
を希望しない (n=2,466)

53.6%46.4%

69.4%30.6%

⼦育て中の者が働きやすい環境
整備している 整備していない

新たな⼈材確保の希望状況別に⾒た、⼦育て中の者が働きやすい環境の整備状況

	 3	 ここでいう「子育て中の者」は自身が主に育児を担っている者のことをいう。
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第 2-3-22 図は、60歳以上の者が働きやすい環
境の整備状況を、新たな人材確保の希望状況別に
示したものである。これを見ると、「新たな人材

を確保したい」と回答した事業者は、60歳以上
の者が働きやすい環境を整備している割合が高い
ことが分かる。

第 2-3-22 図 新たな人材確保の希望状況別に見た、60 歳以上の者が働きやすい環境の整備状況

資料：みずほ情報総研(株)「地域における⼩規模事業者の事業活動等に関する調査」

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

新たな⼈材の確保
を希望する

(n=2,613)

新たな⼈材の確保
を希望しない (n=2,466)

42.0%58.0%

56.5%43.5%

60歳以上の者が働きやすい環境
整備している 整備していない

新たな⼈材確保の希望状況別に⾒た、60歳以上の者が働きやすい環境の整備状況

以上で示したとおり、小規模事業者は、女性や
高齢者が継続して長く働ける環境を提供している
こと、多くの出産・育児から復職した女性や定年
退職した高齢者の就業先となっていることが分
かった。

事例 2-3-3は、定年退職した高齢者の活躍の場
を提供する企業の事例である。また、事例 2-3-4
は、子育てと両立できるように働きやすい環境を

提供する企業の事例である。このように、個々の
事情に応じた柔軟な働き方を可能としている小規
模事業者は少なくない。小規模事業者は、地域に
おいて、多様な人材活躍の場を提供するといった
「価値」を生み出していると言えよう。
さらに事例 2-3-5では、子育て中の女性や障が

い者に在宅ワーカーとして働く場とスキルアップ
の場を提供する企業組合の事例を紹介している。
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埼玉県横瀬町の株式会社テラサワ（従業員5名、
資本金1,500万円）は、工業用水の浄化装置の製造
とメンテナンスを行う企業である。
同社の社長である寺澤防子氏は、地元秩父市の電

子機器メーカーに42年間勤務し定年を迎えたが、
定年後も仕事を生きがいにしていきたいとの思いか
ら、同社を設立した。業務が軌道に乗り、人員体制
の強化が必要になってきたため、20～30代の若手
従業員を採用したが、製品開発、取引先開拓のため
の提案営業、既存の大手顧客へのアフターケアにつ
いて、経験のない若手従業員では十分な対応ができ
ず、トラブルになることもあり、結果的には2年も
たたずに退社してしまった。こうした経験も踏ま
え、同社は採用方針を変更。経験豊富な人材を確保
すべく、前職の電子機器メーカーで同じく定年を迎
えた元同僚を始め、やる気があり、かつ能力も高い
定年退職後の技術者を従業員として積極的に採用し
た。現在、同社の従業員は、全員が定年退職後のシ
ニア世代となっている。
寺澤社長は、経験豊富で能力も高いこのようなシ

ニア従業員が更に実力を発揮できるよう、自由に意
見や提案ができる環境を整えるなど、ストレスのな
い職場づくりを心掛けている。仕事のやり方を従業
員に任せることで、従業員もより働きやすい職場に
しようと自主的に動くようになり、職場環境の課題
が見つかれば、従業員同士で話し合い、改善策を提
案するようになった。
同社では、職場改善の提案は全て採用することと
しており、従業員からの提案に基づき、就業時間の
見直しも行われた。この結果、就業時間を月曜日か
ら木曜日は午前8時から午後3時、金曜日は午前8
時から正午までに短縮した。就業時間を短縮した
分、従業員は余暇時間を健康づくりに充てるように
なり、従業員の健康維持につながっている。また、
勤務時間が短くなった分、業務の効率化に励むよう
になり、会社全体の生産性が向上しているという。
「『生涯現役』をモットーに、シニア従業員が能力
を最大限に発揮でき、生涯働き続けることができる
場所をこれからも提供していきたい。」と寺澤社長
は語る。

寺澤防子社長 工場での作業の様子

事例2-3-3：株式会社テラサワ

「『生涯現役』をモットーに、定年退職したシニア世代の活躍の場を提供する企業」

事　例
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熊本県熊本市の株式会社きらり．コーポレーショ
ン（従業員10名 4、資本金500万円）は、熊本県内の
中小企業を対象とした人材育成事業やワーク・ライ
フ・バランスの啓発に取り組む企業であり、代表取
締役である塚本薫氏によって2009年に創立された。
塚本社長が現在の事業を始めたきっかけは、自身

の経験と深く関わっている。①結婚・出産を機に専
業主婦となり、子育てに専念した生活を送る中で社
会とのつながりの稀薄化を感じた経験、②ビジネス
スキルの低下による復職への不安を感じながら復職
した経験、③復職後の大手企業では、残業や出張な
どが頻繁であったことに加え、長男の入院や九州支
社の撤退により退社を余儀なくされた経験、④障が
いのある子どもを育てながら仕事と両立するために
は、時間を自らつくる必要があり、そのために自身
のスキルアップを行うことで時間を創りだしていた
経験など、様々な自身の経験を振り返る中で、仕事
と子育てを両立できる働きやすい職場を増やしてい
くことの必要性を感じたことが、事業を始めたきっ
かけとなっている。
働きやすい職場作りに向けたコンサルティング業

務を手掛ける同社では、ワーク・ライフ・バランス

の実現に向けた先進的な取組を率先している。ま
ず、同社の働き方は基本的に裁量労働制である。仕
事のやり方・進め方は従業員それぞれが決めて良い
こととしている。また、業務が遂行できるのであれ
ば、オフィスに来る必要性は無いと考えており、創
立時からテレワーク・在宅勤務も推奨している。加
えて、同社の従業員の多くは子育て中の女性である
ことから、子連れ出勤も可能としており、オフィス
の一角に子供部屋を設けて、子供と共に働くことが
できる環境を整備している。さらに、同社では、従
業員のライフイベントやライフステージに応じて、
正社員とパート職員という勤務形態を柔軟に変更す
ることが可能な制度も導入している。なお、こうし
た同社の取組は、口コミで評判となり、求人募集を
行っていないにもかかわらず、同社で働きたいと相
談してくる人も多いという。
塚本社長は「地域の中小企業では人手不足が深刻
化しているが、働きやすい職場を整備することは人
手不足を解決する大きな可能性を持っている。自社
の取組を地元の中小企業が活用できるよう支援を
行っていきたい」と語る。

塚本薫社長 子連れ出勤の様子

事例2-3-4：株式会社きらり．コーポレーション

「子連れ出勤などを可能にし、女性が生き生きと働くことができる環境を提供する企業」

事　例

	 4	 2017年6月までは5名
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山形県山形市のAISOHO企業組合（組合員4名、
資本金8万円）は、子育て・介護など家庭の事情や
障がいなどを抱える人に対して、「在宅ワーカー」
として働く場を提供する組合である。
同組合の専務理事である海谷美樹氏は、自身が出

産後に在宅ワーカーとして働いていた経験を活か
し、2001年8月から在籍していた子育て支援NPO
団体でSOHO支援を行う事業（山形県地域緊急雇
用対策SOHO推進業務）に携わった。育児中の女
性が30名程集まり、在宅勤務で対応できる音声起
こしやデータ入力を請け負う事業を開始したが、事
業は1年で終了してしまい、せっかく集まったやる
気のある子育て中の母親たちの働く場を提供したい
との思いから、海谷氏を含むコアメンバーで活動を
継続し、2004年12月に同組合の設立に至った。
組合設立後は、着実に事業の幅を広げ、2019年

12月時点では25人が在宅ワーカーとして登録して
おり、登録者の9割は子育て中の母親で、障がいを
持った人や男性もいる。同組合は、行政や民間企業
より請け負った業務を在宅ワーカーと共に従事する
ことで運営している。同組合が請け負う主な業務

は、①ウェブサイトの作成・更新、②音声起こし・
データ入力である。特に音声起こし・データ入力は
15年間の納品実績や成果物の品質が評価され、安
定受注につながっている。
また、同組合は、在宅ワーカーのスキルアップの

支援にも取り組んでいる。ウェブサイトの作成・更
新業務には、比較的高いスキルが要求されるが、オ
ンライン講座の開発・提供などを通じて、所属する
在宅ワーカーの能力向上を支援している。また、
2018年には、事務所の隣にパソコン支援サロン
「TERACOザウルス」を開設し、地域の人々との交
流ができるパソコンサロンも開いている。
設立当初は、子育て中の母親への支援を目的とし

ていたが、人手不足が深刻化する中、行政や民間企
業における業務のアウトソース先として、同組合へ
の期待は年々高まってきている。こうして地域から必
要とされることは、在宅ワーカーの再雇用に向けて
の自信獲得にもつながっている、と海谷氏は考える。
「今後も、同組合の事業を通じて、様々な人にス
キルアップできる機会を提供し、自信や働く喜びを
感じてもらいたい。」と海谷氏は語る。

専務理事の海谷美樹氏 事務所と「TERACO ザウルス」

事例2-3-5：AISOHO企業組合

「在宅ワーカー制度により、育児中の女性や障がい者に対して働く場、 
スキルアップの場を提供する企業組合」

事　例
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	第3節	 小規模企業経営者自身の働き方と起業・創業
我が国には、約305万者の「小規模企業経営者」

が存在する。また地域の経済の活力を維持するに
は、新しく経営者になる人を増やすことも重要で
ある。

本節では、「事業者アンケート調査」と「住民
アンケート調査」を用いて、小規模企業経営者自
身の働き方と、地域における起業・創業について
分析していく。

1 	 小規模企業経営者自身の働き方

①働き方への満足度
第 2-3-23 図は、小規模企業経営者と企業勤務

者 5それぞれの仕事・生活に対する満足度を示し
たものである。経営者は、企業勤務者と比べて
「収入」や「労働時間」、「家庭・プライベートと
の両立」に対して、「大変満足している」又は

「満足している」と回答した割合が低い一方、「仕
事の内容」や「仕事の裁量」、「地域とのつなが
り・地域への貢献」において、「大変満足してい
る」又は「満足している」と回答した割合が高い
ことが分かる。

	 5	 ここでいう企業勤務者とは「住民アンケート調査」で、「収入になる仕事をしている」と回答した者のうち、「会社役員・自営業主」と回答した者を除いた者を
指す。
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第 2-3-23 図 小規模企業経営者と企業勤務者それぞれの仕事・生活に対する満足度

資料：みずほ情報総研(株)「地域における⼩規模事業者の事業活動等に関する調査」、「普段の⽣活と地域とのかかわりに関するアン
ケート」
(注)ｎ数は以下のとおり。⼩規模企業経営者：ｎ＝5,079、企業勤務者：ｎ＝2,524。
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あまり満⾜していない

満⾜していない
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第 2-3-24 図は、小規模企業経営者のうち、創
業者と創業者以外の者の項目別の満足度を比較し
たものである。これを見ると、「創業者」は「創
業者以外」と比べて、「地域とのつながり・地域

への貢献」以外の項目において、「大変満足して
いる」又は「満足している」と回答する者の割合
が高いことが分かる。

第 2-3-24 図 小規模企業経営者のうち、創業者と創業者以外の者の仕事・生活に対する満足度

資料：みずほ情報総研(株)「地域における⼩規模事業者の事業活動等に関する調査」
(注)1.ｎ数は以下のとおり。創業者：ｎ＝2,259。創業者以外：ｎ＝2,820。
2.創業者以外は、「⼆代⽬」、「三代⽬」「四代⽬以降」、「わからない」と回答した者を集計している。

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

収⼊ 創業者

創業者以外

労働時間 創業者

創業者以外

仕事の裁量 創業者

創業者以外

仕事の内容 創業者

創業者以外

家庭・プライベー
トとの両⽴

創業者

創業者以外

地域とのつながり
・地域への貢献

創業者

創業者以外

12.7%

14.0%

23.2%

24.2%

36.8%

37.7%

24.7%

21.5%

10.6%

19.6%

21.3%

37.5%

40.9%

31.0%

24.9%

8.5%

33.5%

38.6%

44.9%

40.2%

11.4% 6.9%

9.5%7.4%

26.5%

35.7%

50.7%

45.3%

15.0% 5.9%

8.1%7.8%

10.6%

12.0%

38.6%

39.3%

40.0%

37.1% 6.0%

6.4%

5.7%

40.3%

35.1%

42.1%

45.8%11.7%

6.3%

5.3%

9.7%

⼩規模企業経営者のうち、創業者と創業者以外の者の仕事・⽣活に対する満⾜度

⼤変満⾜している
満⾜している

どちらともいえない
あまり満⾜していない

満⾜していない
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②小規模企業経営者という働き方を選んだ理由
第 2-3-25 図は、経営者という働き方を選択し

た理由を「創業者」と「創業者以外」に分けて示
したものである。「創業者」では「自らの経験、
スキル、アイディアを活かすため」と回答する者
が39.7％と最も多く、次いで「自身の裁量で仕事

をするため」と回答する者が33.3％と多い。一方、
「創業者以外」では、「代々続いてきた事業を途絶
えさせないため」と回答する者が61.5％と最も多
く、「創業者」とは経営者として事業を行うに当
たっての動機が大きく異なることが分かる。

第 2-3-25 図 経営者という働き方を選択した理由

資料：みずほ情報総研(株)「地域における⼩規模事業者の事業活動等に関する調査」
(注)創業者以外は、「⼆代⽬」、「三代⽬」「四代⽬以降」、「わからない」と回答した者を集計したものである。

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

創業者 (n=2,259)

創業者以外 (n=2,820)

33.3%39.7% 7.1%8.5%5.2%

61.5%11.8%10.3% 6.7%5.6%

経営者という働き⽅を選択した理由

⾼い報酬を得るため
⾃⾝の経験、スキル、アイディアを活かすため
⾃⾝の裁量で仕事をするため
社会課題を解決するため

⽣活と仕事を両⽴するため
代々続いてきた事業を途絶えさせないため
地域とのつながりを⼤切にしたいため
その他
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第 2-3-26 図は、経営者という働き方を選択した
理由別に過去5年間の利益の傾向を示したもので
ある。これを見ると、「社会課題を解決するため」
と回答した経営者は、利益が「増加傾向」である

割合が最も高い。一方、「代々続いてきた事業を
途絶えさせないため」と回答した経営者において
は、利益が「減少傾向」である割合が最も高い。

第 2-3-26 図 経営者という働き方を選択した理由別に見た、過去５年間の利益の傾向

資料：みずほ情報総研(株)「地域における⼩規模事業者の事業活動等に関する調査」
(注)「その他」と回答した者は除いている。

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

社会課題を解決するため (n=88)

⾼い報酬を得るため (n=176)

⾃⾝の経験、スキル、
アイディアを活かすため (n=1,187)

⾃⾝の裁量で仕事をするため (n=1,085)

⽣活と仕事を両⽴するため (n=351)

地域とのつながりを⼤切にした
いため (n=349)

代々続いてきた事業を途絶えさ
せないため (n=1,781)

21.6%40.9%37.5%

23.3%39.8%36.9%

18.7%48.7%32.6%

20.8%48.6%30.6%

33.3%44.4%22.2%

30.7%48.7%20.6%

37.5%43.9%18.6%

経営者という働き⽅を選択した理由別に⾒た、過去５年間の利益の傾向

増加傾向 横ばい 減少傾向

2 	 地域における起業・創業

ここからは、「住民アンケート調査」を用いて、
地域における起業・創業について分析していく。

①起業への関心
第 2-3-27 図は、人口密度区分別に起業への関

心の有無を示したものである。これを見ると、い

ずれの区分においても起業について「強く関心が
ある」又は「ある程度関心がある」と回答する者
が2割以上存在することが分かる。また、こうし
た起業への関心については、地域による大きな差
はないことも見て取れる。
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第 2-3-27 図 人口密度区分別に見た、起業への関心の有無

資料：みずほ情報総研(株)「普段の⽣活と地域とのかかわりに関するアンケート」
(注)1.既に⾃⾝で事業を⾏っている場合は既存事業と全く異なる事業を新たに⾏うことを指す。
2.⼈⼝密度区分とは、⼈⼝密度の四分位で各市区町村を４つの区分（⼈⼝密度が⼩さいものから、区分１〜区分４）に分けたもの。

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

区分１ (n=856)

区分２ (n=995)

区分３ (n=1,020)

区分４ (n=1,129)

35.5%26.1%17.6%16.9%

38.4%23.4%18.0%15.7%

35.9%23.2%16.9%18.9%5.1%

35.2%23.3%18.2%17.7%5.6%

⼈⼝密度区分別に⾒た、起業への関⼼の有無

強く関⼼がある
ある程度関⼼がある

どちらともいえない
あまり関⼼がない

全く関⼼が無い

第 2-3-28 図は、起業への関心の有無を年齢別
に示したものである。これを見ると、年齢層が低

いほど、起業への関心を持つ者の割合が総じて高
いことが分かる。

第 2-3-28 図 年齢別に見た、起業への関心の有無

資料：みずほ情報総研(株)「普段の⽣活と地域とのかかわりに関するアンケート」
(注)既に⾃⾝で事業を⾏っている場合は既存事業と全く異なる事業を新たに⾏うことを指す。

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

29歳以下 (n=800)

30〜39歳 (n=800)

40〜49歳 (n=800)

50〜59歳 (n=634)

60歳以上 (n=966)

27.1%25.3%17.1%23.3%7.3%

27.9%22.1%19.3%24.3%6.5%

32.5%24.0%20.9%16.4%6.3%

37.5%23.2%19.1%16.9%

52.9%24.6%13.4%7.9%

年齢別に⾒た、起業への関⼼の有無

強く関⼼がある
ある程度関⼼がある

どちらともいえない
あまり関⼼がない

全く関⼼が無い
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②起業希望地域
第 2-3-29 図は、年齢別に「想い入れのある地

域 6」の有無について確認したものである。「29歳
以下」、「30～39歳」の低年齢層と「60歳以上」の

高年齢層ほど、「想い入れのある地域」があると
回答する者が多いことが分かる。また、「想い入
れのある地域」の中でも、「東京23区または政令
都市以外」と回答する者の方が多いことが分かる。

第 2-3-29 図 年齢別に見た、「想い入れのある地域」の有無

資料：みずほ情報総研(株)「普段の⽣活と地域とのかかわりに関するアンケート」

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

29歳以下 (n=800)

30〜39歳 (n=800)

40〜49歳 (n=800)

50〜59歳 (n=634)

60歳以上 (n=966)

48.6%26.8%24.6%

47.5%28.9%23.6%

55.0%25.6%19.4%

58.4%21.5%20.2%

50.5%26.7%22.8%

年齢別に⾒た、「想い⼊れのある地域」の有無

ある（東京23区または政令指定都市）
ある（東京23区または政令指定都市以外）

ない

	 6	 ここでいう「想い入れのある地域」とは、過去に勤務や居住、滞在したことがある又は、親族の出身地であるなど自身のルーツにつながる地域で特に関心の高
い地域を指す。
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第 2-3-30 図は、「想い入れのある地域」があり、
かつ起業に関心があると回答した者に対して、
「想い入れのある地域」での起業意向を年齢別に
確認したものである。これを見ると、「想い入れ

のある地域」で起業したいと「強く思う」又は
「ある程度思う」と回答した者の割合は、「29歳
以下」で最も高く、次いで「60歳以上」、「30～
39歳」の順に高くなっている。

第 2-3-30 図 年齢別に見た、「想い入れのある地域」での起業意向

資料：みずほ情報総研(株)「普段の⽣活と地域とのかかわりに関するアンケート」
(注)1.「想い⼊れのある地域」があると回答し、かつ起業に「強く関⼼がある」⼜は「ある程度関⼼がある」と回答した者について集計
している。
2.起業に関⼼がある者のうち、既に⾃⾝で事業を⾏っている場合は既存事業と全く異なる事業を新たに⾏うことを指す。

強く思う
ある程度思う

どちらともいえない
あまり思わない

全く思わない

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

29歳以下 (n=142)

30〜39歳 (n=166)

40〜49歳 (n=112)

50〜59歳 (n=73)

60歳以上 (n=53)

11.3%13.4%41.5%28.9% 4.9%

16.3%19.3%37.3%21.1% 6.0%

17.0%21.4%34.8%20.5% 6.3%

13.7%27.4%41.1% 8.2%9.6%

13.2%24.5%43.4%15.1%

年齢別に⾒た、「想い⼊れのある地域」での起業意向
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次に、「事業者アンケート調査」を用いて、事
業を行うに当たって現在の地域を選択した理由に
ついて確認する。第 2-3-31 図では、人口密度区
分別に、既に事業を行っている小規模企業経営者
に対して、事業を行うに当たって、現在の地域を
選択した理由を確認した。これを見ると、「地域

自体に魅力・愛着を感じているため」と回答する
者の割合が最も高く、人口密度の低い地域ほどそ
の割合が高いことが分かる。一方、人口密度が高
い地域ほど「事業を行う上での利便性が高いた
め」と回答する者の割合が高くなっていることも
分かる。

第 2-3-31 図 人口密度区分別に見た、小規模企業経営者が事業を行うに当たって現在の地域を選択した理由

資料：みずほ情報総研(株)「地域における⼩規模事業者の事業活動等に関する調査」
(注)1.ここでいう「⼩規模企業経営者」とは当該調査の回答者を指す。
2.⼈⼝密度区分とは、⼈⼝密度の四分位で各市区町村を４つの区分（⼈⼝密度が⼩さいものから、区分１〜区分４）に分けたもの。

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

区分１ (n=745)

区分２ (n=1,606)

区分３ (n=1,480)

区分４ (n=1,248)

12.6%11.1%12.6%13.8%48.7%

11.2%12.1%13.4%13.6%48.3%

12.3%11.7%15.8%16.0%43.1%

12.4%11.5%16.7%22.4%35.3%

⼈⼝密度区分別に⾒た、⼩規模企業経営者が事業を⾏うに当たって現在の地域を選択した理由

地域⾃体に魅⼒・愛着を感じているため
事業を⾏う上での利便性が⾼いため
事業を⾏う上での⽀援制度が充実しているため

⽇常⽣活を⾏っていく上でのメリットが⼤きいため
その他
特になし
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②起業により実現したいこと
最後に、「住民アンケート調査」において、起
業に関心のある者が事業を通じて実現したいこと
について確認する。

第 2-3-32 図は、起業に関心があると回答した
者に対して、起業した場合に事業を通じて実現し

たいことを年齢別に確認したものである。「60歳
以上」を除く全ての年齢層において、「高い金銭
報酬の獲得」と回答する者の割合が最も高いが、
「60歳以上」においては「消費者・利用者に対す
る喜びの提供」と回答する者の割合が最も高いこ
とが分かる。

第 2-3-32 図 年齢別に見た、起業した場合に事業を通じて実現したいこと

13.1%16.4%45.9% 7.4%8.6%8.6%

19.5%10.6%49.6% 5.7%9.3%5.3%

12.2%19.9%48.6% 7.7%9.4%

10.9%11.7%19.5%14.8%39.1%

15.9%31.8%12.5%29.5% 6.8%

年齢別に⾒た、起業した場合に事業を通じて実現したいこと
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第 2-3-33 図では、起業に関心があると回答し
た者に対して、起業した場合に事業を通じて実現
したいことを男女別に確認した。男女共に、「高
い金銭報酬の獲得」と回答する者の割合が最も高
いが、女性は男性と比べて、「高い金銭報酬の獲

得」と回答する者の割合が相対的に低く、一方で
「消費者・利用者に対する喜びの提供」や「地域
社会課題の解決」と回答する者の割合が相対的に
高いことが分かる。

第 2-3-33 図 男女別に見た、起業した場合に実現したいこと

資料：みずほ情報総研(株)「普段の⽣活と地域とのかかわりに関するアンケート」
(注)1.起業に「強く関⼼がある」⼜は「ある程度関⼼がある」と回答した者について集計している。
2.起業に関⼼がある者のうち、既に⾃⾝で事業を⾏っている場合は既存事業と全く異なる事業を新たに⾏うことを指す。

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

男性 (n=575)

⼥性 (n=312)

14.3%13.6%51.1% 7.1%8.7%5.2%

10.6%11.9%27.9%11.2%33.3% 5.1%

男⼥別に⾒た、起業した場合に実現したいこと

⾼い⾦銭報酬の獲得
社会的な名声の獲得
従業員に対する幸せの提供

消費者・利⽤者に対する喜びの提供
地域社会課題の解決
当てはまるものはない

2020 White Paper on Small Enterprises in Japan

地域における雇用と小規模事業者第3章

Ⅱ-92

02-3_小規模2020_2部-3.indd   92 2020/06/10   10:00:33



第 2-3-34 図は、起業に関心があると回答し、
「想い入れのある地域」で起業したいと回答した
者に対して、「想い入れのある地域」別に起業し
た場合に実現したいことを確認したものである。
これを見ると、「想い入れのある地域」が「東京

23区又は政令指定都市以外」と回答した者の方
が、「消費者・利用者に対する喜びの提供」や
「地域社会課題の解決」と回答する者の割合が相
対的に高いことが分かる。

第 2-3-34 図 「想い入れのある地域」別に見た、起業した場合に実現したいこと

11.3%14.9%14.4%45.9% 8.8%

13.5%20.3%13.5%40.6% 6.8%

「想い⼊れのある地域」別に⾒た、起業した場合に実現したいこと

事例 2-3-6は、起業により自己実現を果たし、
地域活性化にも貢献している企業の事例である。
事例 2-3-7は、想い入れのある地域で創業し、地
域の様々なニーズに応える企業の事例である。さ
らに、事例 2-3-8は、消費者に安全・安心な製品
を届けるために、新たに事業を起こした事例であ
る。このように、創業などを通じた、個人の能力

の発揮、自立的で個性豊かな地域経済社会の形成
といった観点で小規模事業者の果たす役割は大き
いと言えよう。
また、事例2-3-9は、地域の支援機関が連携して
移住を含めた起業・創業支援に取り組む事例であ
る。地域活性化の担い手を創出する観点から、こ
うした取組は今後更に重要度が増すと考えられる。
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島根県江
ご う つ し

津市の株式会社石見麦酒（従業員2名、
資本金400万円）は、クラフトビールの醸造・販売
や移動販売車による飲食店を営む企業である。同社
が開発したクラフトビールは、地元の農作物を使用
し、地域に根ざしたクラフトビールとして注目され
ている。
同社を起業しようと思った山口厳雄氏（現工場

長）は、もともと酒造りに関心があり、大学時代に
農学部で学んだ知識もいかし、いつかは杜氏になり
たいという夢を持っていた。そうした中で、素人で
も比較的挑戦しやすいビール造りに着目。知人の後
押しもあり、2014年に江津市のビジネスコンテス
トに応募したところ、大賞を受賞し、大学時代の同
級生であった妻の山口梓氏が代表となる会社を設立
する形で、江津市での起業を決断した。
山口夫婦は、夢であった酒造りに関わることがで

き、かつ、自分達のアイディアを最大限に発揮する
ことができる現在の働き方にとても満足していると
いう。特に、低コスト省スペースでの多品種少量生
産を可能にする製法を自ら考案し、地元企業との共

同開発により実現したことは、大きな自信となって
いる。「石見式醸造法」と呼ばれるこの製法は、年
間で50種類ものビール製造を可能とし、同社の製
品開発を支える独自の強みとなっている。
また、山口夫婦は、上述のビジネスコンテストに
おいて、①地域の農作物を使う、②開発したクラフ
トビールを他の特産物と一緒に売り込んでいく、③
地元でブルワリーを設立する人に対するサポートを
行う、といった地域貢献の方針を打ち出していた。
実際に、地元企業への発注や地元の飲食店とのコラ
ボレーションなどを通じ、地域経済の活性化にも一
役買っている。自らの夢の実現だけではなく、こう
した地域貢献に対する意識の高さも、同社の成功に
つながっていると言えよう。
「お酒は嗜好品なので、顧客に飽きられないよう
に、常に新しいことを考え続けなければならない。
これからも、ワクワクするお酒造りを続けるため、
常に自身のアイディアを試していくことを大切にし
たい。」と山口梓社長は語る。

山口梓社長と山口厳雄工場長 同社製品

事例2-3-6：株式会社石見麦酒

「経営者自身の夢の実現を通じて、地域活性化にも貢献するビール工房」

事　例
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熊本県菊池市のU-Bito JAPAN株式会社（従業員
2名、資本金100万円）は、地域の住民や企業が抱
える様々なニーズに対して、「何でも屋」として地
域社会の課題解決に取り組むコンサルティング企業
である。
同社の代表取締役社長である村上貴志氏は、生ま
れも育ちも大阪であるが、両親の実家が菊池市にあ
り、幼少期に何度も訪れたことがあったことから、
菊池市は同氏にとって思い入れのある地域となって
いた。両親が退職を機に菊池市へ移住することとな
り、同氏も久しぶりに菊池市に訪れたところ、かつ
ての活気が失われつつある現状を目の当たりにした。
当時 IT企業に勤めながらも、いずれは起業し社会
の役に立つことをしたいと思っていた同氏は、これ
を機に菊池市へ移住し、起業することを決めた。
菊池市の活性化に貢献したいとの思いは強かった

ものの、具体的に何をするかは決まっていなかった
同氏は、まずは当時募集のあった菊池市の「地域お
こし協力隊」として経験を積むことにした。同活動
での担当は移住定住コンシェルジュであった。主に
実施したことは、空き家調査・空き家紹介、菊池市
の魅力発信、地域交流の促進である。これらの活動
に当たって様々なイベントへ参加し、地域における
ニーズを把握することに努めた。同活動を通して見
えてきたことは、地域の住民や企業は様々な「小さ
なニーズ」を抱えているが、これらに柔軟に対応で

きる担い手が圧倒的に不足しているということで
あった。同氏は、こうしたニーズを形にし、分野を
問わず幅広く対応していくことが、ひいては地域の
活性化につながるのではないかと考え、2018年に
同社を設立した。
同社設立後は、実際に様々な活動に従事した。地
域のイベント企画として移住者懇親会を企画した
り、菊池市「域学連携 7」地域づくり実行委員会事
務局を務めたり、経済産業省の事業の一環としてカ
メルーン人のインターン生を受け入れたり、JICA
（国際協力機構）事業での多文化共生を考えるため
ミャンマーへ視察に行ったり、と地域の将来を見据
えた活動に多面的に取り組んだ。
また、地域おこし協力隊をやっていた人が起業し
たという口コミで、民間企業からも少しずつ仕事の
依頼が来るようになっている。これまでは行政からの
委託が中心であったが、収益の安定化に向け、民間
企業向けのコンサルティングにも力を入れていきた
いと考えており、クラウドファンディングに係るセミ
ナーの講師や自身の経験を踏まえた地域での創業・
起業の講演などといった依頼も受けているという。
地域における様々なニーズに柔軟に対応すること
で、要望に対して幅広く対応する担い手としての自
身の価値を改めて認識することができた。今後も地
域における自身の役割を常に考え、活動を広げてい
きたい。」と村上社長は語る。

村上社長（左）（写真はミャンマー視察時のもの） 村上社長が講師を務めるセミナーの様子

事例2-3-7：U-Bito JAPAN株式会社

「地域で自身の役割を見いだし、地域のニーズに『何でも応える』企業」

事　例

	 7	 大学生と大学教員が地域の現場に入り、地域の住民などとともに地域の課題又は地域づくりに継続的に取り組むことをいう。
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青森県青森市のmizuiro株式会社（従業員3名、
資本金2,600万円）は、「人と自然、動物に優しい製
品づくりと、親子の時間を彩るライフスタイルの提
案」を理念とし、「おやさいクレヨン」などの製造
販売を行う企業である。同社が開発した「おやさい
クレヨン」は、野菜や果物を原料とすることで自然
の色合いを表現する一方で、一般的なクレヨンで利
用される石油などの化学原料をほとんど利用してお
らず、子供にも安心安全な製品となっている。また、
原材料となる野菜などは、地元青森で生産されたも
のを用いており、市場に流通しない規格外品や、加
工の際に出る端材を可能な限り利用している。
代表取締役の木村尚子氏は、出身地である青森で

デザイン会社に勤務していたが、子育てとの両立を
実現するため、フリーランスのデザイナーとして独
立した。この事業が軌道に乗り始めた頃、木村氏
は、オリジナルの製品をコンセプトからデザイン
し、世に出してみたいと考えるようになった。特
に、自身の趣味であり娘も好きな「絵を描く」こと
に着目し、画材を作りたいと考えていた。そうした
中、県内で開催されていた藍染め展で、天然色素に
よる作品に魅了された木村氏は、地元産の多様な色
彩の野菜から画材が作れないかと思い立ち、ドイツ
製の「蜜蝋クレヨン」をヒントに、クレヨン開発の
検討を始めた。検討を進める中で、地元産の野菜の
中には、規格外商品として流通から外されるものや
廃棄されるものが予想以上に多く存在することを知
り、こうした廃棄野菜の有効活用にもつなげたいと
考えた。

こうして、目指す製品のコンセプトはまとまった
が、木村氏は製造から販売までのノウハウを持ち合
わせていなかった。そこで、青森県産業技術セン
ターから技術的なアドバイスを受けるとともに、生
産のために愛知県にあるクレヨンメーカーの協力を
得た。また、原料となる廃棄野菜の確保も課題で
あったが、地元食品加工会社と連携し、原材料生産
からパウダー加工までを一貫して協力してもらえる
農家を確保。県の補助金も活用し、2013年に試作
品の生産までこぎ着けることができた。こうして作
られた試作品は「おやさいクレヨン」と命名され、
生活雑貨の見本商談市に出展された。「おやさいク
レヨン」は、そのコンセプトやこだわりのユニーク
さが高く評価され、テレビでも取り上げられるな
ど、予想を大きく上回る反響があった。試作品とし
て生産した2千セットは、出展後僅か2週間で完売。
事業化への手応えを感じた木村氏は、2014年に同
社を立ち上げ、本格的な事業化を実現した。
「おやさいクレヨン」は10本セットで2,000円と
一般的なクレヨンと比べ高めの設定だが、同製品は
「ふるさと名品オブ・ザ・イヤー地方創生賞（2016
年）」など数々の表彰を受け、2013年の販売開始か
ら2019年7月までに12万セット以上の売上げを達
成している。
木村社長は「SDGsを始めとして、社会的な価値

観の見直しが進んでいる。当社もこのような価値観
の変化に共感し、製品を通じて持続可能な社会の実
現に貢献していきたい。」と語る。

木村尚子社長 「おやさいクレヨン」を使う子供

事例2-3-8：mizuiro株式会社

「廃棄される農作物を活用し、利用者目線の安心安全な製品を世界に販売する企業」

事　例
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石川県七尾市では、創業・起業促進の取組とし
て、七尾商工会議所、のと共栄信用金庫、日本政策
金融公庫及び七尾市が提携して「ななお創業応援カ
ルテット」（以下、「カルテット」という。）を立ち
上げ、創業者の支援を行っている。（2016年に能登
鹿北商工会も加入している。）
七尾市では、人口減少に伴い事業者数が減少の一

途をたどっていた。行政や商工団体、地元金融機関
はそれぞれに創業支援メニューを有していたが、創
業者の各ステージのニーズに十分に応える一貫した
支援はできておらず、実際の創業者数も伸び悩んで
いた。こうした中、危機感を持った各機関が創業に
関する業務連携協定を結び、それぞれの機関が提供
する創業者向けのサービスを一体的に実施すること
で、創業前から創業、そして創業後の各段階全てに
切れ目のない支援を可能とする「カルテット」の取
組を2014年1月に開始した。
「カルテット」の特徴は、創業者それぞれの創業
ステージに応じた支援を行うこと、そして、きめ細
やかな支援を伴走型で行うことである。毎月、カル
テット4団体の担当者による連絡会議を開催し、担
当者間で積極的に相談案件の内容、進捗管理、案件

ごとの課題等の情報を共有。相談者の状況を定期的
に共有し、具体的な課題に応じて適切な機関が支援
に加わることで、各ニーズを取りこぼすことなく、
継続的かつ迅速な支援実施を可能としている。
加えて、七尾市は移住支援にも積極的であり、各

地でイベントを開催している。そのイベントに「カ
ルテット」の関係者も参加し、創業の支援施策を
PRしている。移住創業者にとっては、どのような
創業支援や移住支援が用意されているかは重要な関
心事項であり、「カルテット」は七尾市への移住創
業者への足掛かりとなっている。こうした活動が実
を結び、「カルテット」の開始以降、6年間の実績
は、相談件数が195件、開業件数が84件となってい
る。また、このうち県外在住者からの相談件数は
40件、開業件数が15件となっており、七尾市にお
ける「カルテット」が担う役割は大きいと言える。
さらに、創業者と創業希望者が情報交換できるコ

ミュニティ作りや、地元の高校生にも起業への関心
を高めてもらう取組などの様々な取組を通じて、七
尾市は「創業の街」としてさらなる創業者を生み出
していくことを目指している。

中小企業
基盤整備機構
北陸本部

税理士等の
専門家

③事業計画策定支援
③実現可能性の検証
⑤⑥フォローアップ

⑥ビジネスマッチング
④補助金申請支援

ＳＴＡＧＥ①

起業に
関心がある

ＳＴＡＧＥ②

起業を
思いつく

ＳＴＡＧＥ③

起業を
決意する

ＳＴＡＧＥ④

起業への
準 備

ＳＴＡＧＥ⑤

いよいよ
起 業

ＳＴＡＧＥ⑥

事業を
成長軌道へ

ＳＴＡＧＥ⑦

事業を
モニタリング

豊富な支援
メニュー
を提供

ＳＴＡＧＥ

に応じた

ワン

ストップで

【地域プラットフォーム】
・中小企業応援センターいしかわ
・かが能登かなざわ中小企業支援プラットフォーム

七尾市内

連携金融機関

（連携・協力）

※ 平成２６年１月２２日

業務連携・協力に
関する

協定書締結

①創業セミナー・創業塾
①業種・テーマ別セミナー
①会報でお役立ち情報提供
⑦事業承継セミナー

②創業窓口相談
⑤⑥ミラサポ・企業ドック
（専門家派遣）

④⑤起業家応援マガジン
①②広報等での情報提供

七尾商工会議所

能登鹿北商工会

のと共栄

信用金庫

日本政策

金融公庫

七尾市

③シャッターオープン事業
③移住者への各種支援
③空家バンク、耕作放棄地

創業予定者

③④資金調達支援
（協調融資等）

⑦事業承継
窓口相談

ななお創業応援カルテットスキーム図 連絡会議の様子

事例2-3-9：ななお創業応援カルテット

「四重奏のように協調しあう地域の支援機関が、創業・移住に関する伴走型支援を展開」

事　例

小規模企業白書  2020

第2部
地域で価値を生み出す小規模事業者

第
3
節

Ⅱ-97

02-3_小規模2020_2部-3.indd   97 2020/06/10   10:00:37



	第4節	 まとめ
本章では、小規模事業者の地域の雇用における

役割について分析を行ってきた。
第1節では、地域の人手不足の状況と小規模事

業者の人材確保の取組について確認した。全国的
に人手不足感は高まっており、小規模事業者にお
いてもその傾向は高まっている。いずれの地域に
おいても、半数ほどの小規模事業者は新たな人材
の確保を希望しているが、小規模事業者は労働環
境において賃金や待遇面、人材育成の面で課題を
感じていることが分かった。事例に見たように独
創的な労働環境改善の取組は人材確保、魅力ある
雇用の創出につながると言えよう。
第2節では、女性・高齢者について、地域の就

業状況を確認し、小規模事業者における雇用実態
を確認した。小規模事業者では女性、高齢者の従
業者割合が高く、女性や高齢者が継続して長く働
ける環境を提供していることが分かった。また、
分析と事例で見たように、小規模事業者が女性や
高齢者などにとって、多様な個性と価値観を受容
する柔軟な働き方を提供する役割は今後ますます
期待されよう。
第3節では、小規模企業経営者の働き方、起業

に関心のある者に着目して分析を行った。経営者
は企業勤務者と比べて「仕事の内容」や「仕事の
裁量」、「地域とのつながり」への満足度が高く、
また創業者は創業者以外の者に比べて満足度が高
い項目が多いことが分かった。こうした仕事への
満足度の高さは、経営者としての働き方の魅力の
一つといえよう。また、いずれの地域・年齢層に
おいても、起業に関心のある者は一定程度存在
し、「想い入れのある地域」での起業を希望する
者も多く存在することが分かった。更なる地域活
性化の担い手を生み出すためにも、こうした起業
予備軍の起業や移住を支援していくことは、今後
も重要であるといえよう。
以上、小規模事業者の雇用への貢献や、経営者

自身の働き方、起業に関心のある者などについて
分析してきた。一方、利益や売上げが増加傾向で
ある小規模事業者が労働環境の改善に取り組めて
いるように、事業活動を持続的に行っていくため
には、利益や売上げを一定程度確保していく取組
も同時に重要である。次章においては、小規模事
業者の付加価値の創出や地域活性化への取組につ
いて分析を行っていくこととする。
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